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【政府・文部科学省，経済界，政界の動き】

●大学の連携５４件を支援　文科省
文部科学省は、教育プログラムの開発や研究活動で連携する大学、短大を支援する事業として、一橋大と慶応大の共同大学院設置構想など５４件を選定したと発表した。

　近隣の大学同士の連携に年間５０００万円を限度に補助する「地元型」が１５件。主に同じ都道府県内の大学同士で取り組む「広域型」は２２件、複数の大学が連名で学位を与える共同大学院の設置などを目指す「教育研究高度化型」は１７件で、いずれも年間最高１億円を支援する。期間は３年間。参加校は大学計２６３校、短大計６４校、高専計１７校。（産経新聞　2008/9/3）
●３２大学に１８０億円交付　グローバルＣＯＥで文科省
文部科学省は世界最高水準の教育研究拠点づくりを支援する「グローバルＣＯＥプログラム」で本年度採択分の延べ６８件に取り組む３２大学に、計約１７９億７０００万円を交付すると発表した。内訳は国立大が２２大学で約１４９億円、公立大は２大学で約７０００万円、私立大は８大学で約３０億円。大学別で多かったのは東大の約２７億円、京大約１９億６０００万円、東北大約１９億円だった。プログラムは医学系、数学、物理学、地球科学など５分野が対象。採択されると、年間５０００万～５億円程度の補助金を５年間交付する。（産経新聞　2008/9/3）
●科学技術・学術審議会総会（第２６回）配付資料　（2008/9/9）　

標記の資料を参照希望の方は、下記のサイトをご覧ください。

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu0/shiryo/08091910.htm
●中央教育審議会　総会（第６６回）議事録・配付資料　（2008/9/11）

標記の資料を参照希望の方は、下記のサイトをご覧ください。

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/001/08091609.htm
●鈴木文科相：「大学縮小」議論を　中教審に諮問、再編で「質」確保
　鈴木恒夫文部科学相は１１日、人口減少時代などに対応した大学のあり方の審議を、中央教育審議会に諮問した。文科省は全国に８６校ある国立大学の再編も視野に、公立や私立も含め大学の規模縮小を検討しており、国の高等教育政策の大転換点となる可能性がある。（毎日新聞　2008/9/12）　
●大学の高校補習に補助金　来年度から文科省　学力低下に対応
　希望すれば誰でも大学に進学できる「全入時代」に事実上突入するなか、文部科学省は来年度から、新入生に高校時代の授業内容を復習させる補習授業などの取り組みに補助金を交付する方針を決めた。大学生の学力不足が指摘されるなか、各校が学生の学力向上に取り組むよう促す狙いだ。（産経新聞　2008/9/24）
●中教審改定案：複数大学が共同で学部
　中央教育審議会大学分科会は２５日、複数の大学が共同で学部や大学院を作れる大学設置基準などの改定案をまとめた。近く文部科学相に答申する。文科省は１０月中にも基準を改定し、１０年４月から共同学部・大学院への入学が始まる見通し。

　少子化で経営が悪化する大学が増える中、共同設置が可能になれば教員や施設などの経費を削減でき、大学再編が進むとみられる。（毎日新聞　2008/9/25）
●中央教育審議会大学分科会（第７０回）　（2008/9/25）

「中長期的な大学教育の在り方について」（論点メモ）
標記の資料を参照希望の方は、下記のサイトをご覧ください。

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/gijiroku/001/08100127/002.htm
●科学技術・学術審議会人材委員会（第４４回）（2008/9/29）

標記の資料を参照希望の方は、下記のサイトをご覧ください。

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu10/siryo/08100113.htm
[image: image1.emf]● ２００９（平成２１）年度科学技術会計予算概算要求（総合科学技術会議集計）

　　　　　　　　（http://www8.cao.go.jp/cstp/budget/h21gaisan.pdf から）

●平成２０年版防衛白書（防衛省）　（2008/9/16）

標記の資料を参照希望の方は、下記のサイトからご覧ください。

http://www.mod.go.jp/j/library/wp/index.html
●不振の法科大学院「定員縮小を」　中教審特別委が提言

　法科大学院教育の質向上策を検討している中教審大学分科会の法科大学院特別委員会は３０日、志願倍率が低迷したり、新司法試験の合格率が著しく低い大学院は自主的に入学定員を縮小し、他の大学院との統合を目指すべきなどとした提言の中間まとめを了承した。

　文部科学省は１０月以降、提言を基に各法科大学院に現状と課題のヒアリングを行い、各校は年内に改善計画を提出する。（産経新聞　2008/9/30）
●女性研究者採用したら６００万円　文科省、増員狙い補助へ

大学などの研究機関が女性研究者の採用を増やせば、その分の人件費を補助します――。主要国で最低の女性研究者の割合をなんとか増やそうと、文部科学省は来年度からこんな優遇策を始める方針を決めた。研究の多様性を高める狙いもあるという。 
　計画では、女性の割合が特に低い理・工・農学系を対象に、人件費の一部と初期の研究費として、女性研究者の新規採用１人あたり年６００万円を３年間補助する。当面は１０機関、１００人程度の増員をめざす。（朝日新聞　2008/10/5）
【日本学術会議の動き】

●日本学術会議における最近の提言及び報告
標記の資料を参照希望の方は、下記のサイトをご覧ください。

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu0/shiryo/08091910/003.htm
●学術会議　提言「新しい理工系大学院博士後期課程の構築に向けて－科学・技術を担うべき若い世代のために－」　（2008/8/28）
標記の資料を参照希望の方は、下記のサイトをご覧ください。

http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-20-t62-11.pdf
●日本学術会議報告「科学・技術発展のための長期研究の推進－知覚情報取得技術による限界突破－」 （2008/9/4）

標記の資料を参照希望の方は、下記のサイトをご覧ください。

http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-20-h63-1.pdf
【大学・研究機関，学協会等の動き】

●ポスドクの『就活』支援　応用物理学会　講演会を出会いの場に
　応用物理学会は、ポストドクター（ポスドク）といわれる任期付き研究員らの就職を支援しようとさまざまな活動を進めている。秋季学術講演会では、初めて就職相談会を開いたほか、求職中であることを示すマークを活用して研究発表するポスドクらの姿が見られた。（東京新聞　2008/9/23）
●私大一般入試入学最低４８％
一般入試で私立大に今春入学した学生の割合が、過去最低の４８・６％となったことが２６日、文部科学省の調査でわかった。一般入試の入学者の割合は昨春は４９・６％で、初めて５割を切っていたが、今春はさらに下がった。（読売新聞　2008/9/27）
●シンポジウム：東大など「女性研究者登用に努力」
　東京大、京都大など国立７大学の学長らが女性研究者支援について話し合うシンポジウムが２６日、東京都内で開かれ、「男女共同参画に係る共同宣言」を採択した。共同宣言は「女性研究者の積極的登用などを含めた施策の実施に向けて真摯（しんし）に努力する」とした。（毎日新聞　2008/9/27）
【定期刊行物の特集等】

◎日本学術会議（日本学術協力財団発行）『学術の動向』

2008年９月号　特集１：若手研究者の育成
特集２：医工学先端研究と教育の創造的結合
http://www.h4.dion.ne.jp/~jssf/text/doukousp/backnumber.html

◎(株)ぎょうせい発行『文部科学時報』

2008年９月号　第１特集：新しい時代の社会教育――社会教育法・図書館法・博物館法の改正
第２特集：能楽を伝える・育てる・広める　国立能楽堂２５周年
http://www.gyosei.co.jp/home/magazine/monka/monka_08090.html

◎科学技術動向研究センター発行『科学技術動向』

2008年９月号　レポート１：温室効果ガス削減に貢献する電力技術
レポート２：排熱回収用高効率熱電変換材料の研究開発動向
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stfc_all-j.html

◎『科学』
2008年10月号　特集：防災シミュレーション―予測と検証の科学論
http://www.iwanami.co.jp/kagaku/
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◎『日経サイエンス』
2008年11月号　世界の水危機を回避するには　他
2008年10月号　自己組織化する量子宇宙　他
http://www.nikkei-science.com/

	「ＪＳＡ学術情報ニュース」は、日本科学者会議学術体制部が入手し得た情報を編集して掲載します。原則として情報の要点のみを掲載し、編集者の論評等は加えません。

なお、それぞれの記事には出典を明示しますので、詳細な情報はそちらでご覧ください。

過去のニュースは日本科学者会議ホームページ(http://www.jsa.gr.jp/)に掲載しています。


　（本号は、主に2008年9月の情報を扱っています。）
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